
緒 言

　2000（平成12）年 6月公布，施行された社会
福祉法において，社会福祉協議会（以下，社協）
は，地域福祉の実践主体として地域福祉を推進
する中核的な組織としての役割を明確に位置づ
けられた。その社会福祉法は，2018（平成30）
年 4月に地域共生社会の実現に向けた地域福祉
の推進を目指して一部改正施行された。現在，
厚生労働省では，この地域共生社会の実現に向

けての改革をすすめているところである。その
改革の当面の工程において「地域丸ごとのつな
がりの強化」では，その主な取組の 1つに，保
健福祉・雇用分野の既存事業において，農福連
携，空き家や空き店舗などの活用による就労・
社会参加や健康づくりが推進されている1）。
　この改革の中にある農福連携とは，農業人口
の減少と高齢化，増加する耕作放棄地といった
農業サイドの問題と障害者や生活困窮者等の働
く場所がない，福祉的就労の低額な工賃といっ
た福祉サイドの問題に対し，農林水産省と厚生
労働省とが連携して，双方の課題解決と利益が
あるとして推進されている取組である2）。農福
連携の取組パターンとして，農林水産省は，①
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実際に障害者とともに農作業を行なう「実践行
為」と，②実践行為を行なう農業者や障害福祉
サービス事業所を外側から支える「中間支援の
取組」に分類している3）。
　筆者は，県ぐるみで農福連携を推進する長野
県にて，在宅生活を送る障害者や生活困窮者等
が農家や農業法人等に一般就農しているケース
において，インタビュー調査を行ない，相互に
どのようなメリットがあるのかを明らかにする
ことを試みた（合田，2019）4）。このインタ
ビュー調査などから，農家と障害者等が直接交
渉で就農が始まるというケースは極めて稀であ
り，障害者等への就農の紹介やフォローアップ
には，社会就労センター，障害者就業・生活支
援センター，ハローワークなどの中間支援組織
が必要であることが明らかになってきた。
　そこで，筆者は地域共生社会の実現に向けて
仲介機関として期待される社協に焦点化し，長
野県の77市町村社協についてアンケート調査を
実施した（合田，2019）5）。その結果，長野県内
77市町村社協のうち，さまざまな事業の中に農
業を取り入れている市町村社協が28件（35％）
あった。また，現在では農業の取組をやめたと
いう 7社協のうち 2社協から，やめた理由の自
由記述回答があった。そのうちの 1つが，「社
協が地域（限界集落）とその伝統野菜を支える
ために農業支援を実施した。社協が農業支援を
取りやめて就労センターに移行して実績をあげ
てきた。その後，就労センターが地域の就労継
続支援 B型事業所に移行して現在も評価を受
けている」という阿南町社協からの回答であ
る。
　限界集落とは，村落研究を続ける大野が，綿
密なフィールドワークを経て「過疎」では表せ
ない厳しい状況の集落があることを1988（昭和
63）年に提唱した概念6） で，集落の状態区分の
うち「65歳以上の高齢者が集落人口の50％を超
え，冠婚葬祭をはじめ田役，道役などの社会的
共同生活の維持が困難な状態にある集落。老人
夫婦世帯，独居老人世帯が主」7） の集落のこと
である。国土交通省の『2015（平成27）年度過
疎地域等条件不利地域における集落の現況把握

調査報告書』では，「前回調査と同様，山間地
集落において集落機能が低下している，あるい
は機能維持が困難となっている集落の割合が特
に高く，さらにそれぞれの割合も前回調査から
増加（「機能低下」集落は前回調査時より3.9ポ
イント増加，「機能維持が困難」な集落は0.7ポ
イント増加）しており，限界集落は全国的に拡
大しており，深刻な状況を迎えていることが伺
える。
　阿南町和合地区鈴ヶ澤集落で展開された農福
連携は『平成28年度食料・農業・農村白書』に，
「伝統野菜の生産維持に障害者が大きく貢献（長
野県）」として掲載された8）。さらに，『月刊福
祉』2010（平成22）年 6月号には，2007（平成
19）年に阿南町社協内に設立された「南信州お
ひとよし倶楽部」（以下，おひとよし倶楽部）
が，集落に伝承されてきた野菜の栽培を始め，
2009（平成21）年度から阿南町社会就労セン
ターへと引き継がれたことが掲載されてい
る9）。また『ながの社会福祉士会 News第168
号2018.9.1〈農福連携で守る和合伝統野菜〉』に，
この取組が阿南町社会就労センターから社会福
祉法人ひだまりの郷あなん阿南町就労支援セン
ター（以下，就労支援センター）へと引き継が
れ，おひとよし倶楽部の協力を得ながら現在も
受け継がれていることが掲載されている10）。
　限界集落において展開された農福連携に関す
る研究論文を CiNiiにて検索してみたところ，
現在のところ発表された研究論文は見当たらな
い。また，農福連携の実践行為から中間支援へ
移行した取組の研究も見当たらず未解明のまま
という現状である。阿南町社協が限界集落にお
いて農福連携の実践行為から中間支援へ移行し
た取組は，希有なケースであると考えられる。
農福連携において実践行為と中間支援は全く別
の機関が行なうものと固定されるのではなく，
農福連携を継続するためには 1つの機関が実践
行為から中間支援へ移行していくことも選択肢
の 1つにあると考えられる。
　そこで，本研究は，阿南町社協が取り組んだ
農福連携を調査分析することにより，農福連携
の実施主体が実践行為から中間支援へ移行する
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プロセスを明らかにすることで，農福連携で実
践行為から中間支援へ移行するひとつのモデル
を示し，継続的な農福連携の実施体制を整備し
ていくことの一助になることを研究目的とす
る。

研 究 の 方 法

Ⅰ．調査対象
1 ．調査対象地
　本研究の調査対象地である阿南町は，本州の
中央に位置する南アルプスと中央アルプスに挟
まれ，太平洋に注ぐ天竜川の右岸にあり，長野
県の南端，下伊那郡の南部に位置している。
1957（昭和32）年大下条村・旦開村・和合村が
合併して阿南町となり，さらに1959（昭和34）
年富草村が合併して現在に至る。2021（令和 3）
年 7月 1 日現在，総人口4,372人，200世帯であ
り，高齢化率は2016（平成28）年で41.68％，
農業人口は，2015（平成27）年762人で年々減
少しており，1960（昭和35）年の7,698人の約
10分の 1となっている。2007（平成19）年10月
5 日信濃毎日新聞朝刊 1面に「限界集落（長野）
県内93カ所─住民の半数以上が高齢者」という
記事が掲載された。その 1つ，阿南町和合地区
鈴ヶ澤集落は，町の中心部から約20キロ，平谷
村境の標高900mの山間にあり，2018（平成
30）年10月現在で，高齢化率57.1％， 4 世帯 7
名（80歳代 2名，70歳代 2名，50歳代 2名，30
歳代 1 名）の住民が暮らしている。集落では
「あなんの伝統野菜」としてウリ，ナス，唐辛
子が栽培されている11）。
2 ．調査対象
　今回の調査対象は，その阿南町に所在する阿
南町社協であり，1958（昭和33）年 4月に設立
され，現在では介護保険サービス，地域福祉支
援事業，ボランティアセンターなどの運営を行
なっており，同町の地域福祉の実践主体とし
て，地域福祉を推進する中核的な組織としての
役割を担っている12）。

Ⅱ．調査年月
　2018（平成30）年10月。

Ⅲ．調査内容
　調査員が阿南町を訪問し，阿南町社協事務局
長 A氏に対して，同社協の農業の取組につい
て，開始から現在に至るまでの経緯を，阿南町
社協事務所にて60分間の非構造化面接法のイン
タビュー調査を実施した。質問項目は，限界集
落において農福連携を活用するに至った経緯は
どういうことか，実際に農福連携を活用するに
あたって工夫したことはどういうことか，農福
連携が継続できるように工夫したことはどうい
うことか，農福連携してよかったことはどうい
うことか，今後の課題はどういうことかを聞き
取りした。

Ⅳ．分析方法
1 ．分析テーマと分析焦点者
　まずは，分析テーマと分析焦点者分析テーマ
を設定する。分析テーマは「農福連携の実施主
体が実践行為から中間支援へ移行したプロセ
ス」とした。分析焦点者は，上記の長野県内77
市町村社協のアンケート調査に回答した阿南町
社協事務局長 A氏で，同社協にて農福連携の
取組を始めた当事者である。
2．分析の方法
　インタビュー調査の結果を主旨にそれない範
囲で整えてインタビュー・データを作成した。
インタビュー・データを客観的に分析するため
に，単一事例修正版グラウンデッド・セオ
リー・アプローチ（SCM-GTA）を選定した。
まずは，インタビュー・データを精読し，分析
ワークシートを用いて，具体例である社協の活
動や担当職員の気持ちをヴァリエーションの欄
に記入し，ヴァリエーションの内容を定義の形
で短文にしていく。さらにその定義を単語か語
句の形で表現する。定義とならなかった他の解
釈案は理論的メモの欄に記入しておく。このよ
うな作業から複数の定義と概念が整理され，概
念同士の関係性を丁寧に検討し，複数の概念か
らなるカテゴリーを生成する。この作業を繰り
返し，新しい解釈が出てこない「理論的飽和」
を確認する。さらに，分析の結果の全体像とな
る結果図を作成し，その結果図をカテゴリーと
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であっても聞き取りを終了させることもできる
こととした。また，被調査者には，研究趣旨以
外となるプライバシーに関する質問および回答
はしないこととした。個人情報漏洩の予防対策
として，①論文等で記載する固有名詞は所属機
関・役職以外は，無記名またはアルファベット
化する，②聞き取りの回答についてはテキスト
データ化をはかり逐語記録を用いない，③質問
内容以外のプライバシーに関する回答があった
場合はテキストデータとはしない，④聞き取り
の記録について，ICレコーダーのデータを本
研究終了後に処分することとした。調査にあ
たって長野大学倫理審査委員会「長野大学にお
ける人を対象とする研究に関する倫理指針」に
準拠した調査を実施した。
　なお，被調査者へのインタビュー調査後，関
連する個人に対しても被調査と同様に文書と口
頭による研究趣旨の説明を行ない同意を得た。

結 果

Ⅰ．概念とカテゴリーの生成
　事務局長 A氏から聞き取ったことについて
分析した結果，14の概念と 4つのカテゴリーが
生成された。なお，概念は＜　＞，カテゴリー
は【　】として表記した（表 1参照）。

Ⅱ．結果図とストーリーラインの生成
　Ⅰの概念とカテゴリーから選出した語句を表
記した結果図を作成した（図 1参照）。さらに，
概念とカテゴリーを用いて次のように文章化
（ストーリーライン）した。
　阿南町社協が限界集落を対象に展開した農福
連携は，まず＜限界集落への訪問＞など【限界
集落の地域アセスメント】から始めて，集落住
民へ【在宅生活存続のための農業支援】を開始，
その後＜農業支援事業の終了＞と同時に＜社協
運営施設での農業実践＞により【在宅高齢者へ
の生活支援から障害者への就労支援へ】と転換
し，さらに＜障害者福祉施設と伝統野菜との
マッチング＞を行ない＜障害者と地域住民と社
会資源の協働＞による【地域共生社会の実現】
に向けた取組となった。

概念を用いて，文章化（ストーリーライン）す
る。これにより，町社協が農福連携の実践行為
から中間支援へと移行したプロセスを明らかに
する。
3．SCM-GTAと分析焦点者を選定した理由
　質的解析の手法について，永田ら（2019）は，
大要次のように述べている。社会的に新規の事
象については，その事象を整理しその課題や支
援に携わった者の葛藤を明らかにし，社会に対
して発信し，科学的な研究成果として記録に残
すことは極めて重要である。その解析の手法に
M-GTAがある13）。元来M-GTAは，複数事例
のインタビュー・データを用いて分析するもの
であり，一事例の分析に用いることは想定され
ていない14）。しかし，M-GTAの提唱者である
木下（2007）は，分析焦点者（通常はインタ
ビュー対象者）を決めるのは，「必ず誰かひと
りの人間に限定しなくてはならない理由はない
が，最初はひとりに絞った方が解釈は順調に進
みやすい。これにより分析の焦点がはっきりす
るから，分析から生成する概念がその人の行為
や認識や感情，それらに影響を与える背景要因
といった形で一定の幅におさまってくる。しか
も，こうして分析された結果は他の人にとって
も理解しやすいし，実践に応用する場合にも，
例えば患者に焦点をおいた結果は患者と関わる
ナースにも理解しやすいので，GTAの特性を
活かすことにつながる」15） という見解も述べて
おり，臨床における一事例に分析の範囲を限定
した研究に，M-GTAを応用した研究も発表さ
れている16）。
　これらのことから，本研究では SCM-GTA
を活用して分析を行ない考察する。なお，研究
者の恣意的な分析を最小限に留めるため，分析
結果については，福祉社会学研究者からのスー
パービジョンを受けた。

倫 理 的 配 慮

　調査員から事前に被調査者へ研究の趣旨を郵
送し，その後電話にて趣旨説明して同意を得
た。インタビュー調査中に答えたくない質問に
ついては，回答を拒否することも，質問の途中
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表 1．概念とカテゴリーのリスト

カテゴリー 概念 ヴァリエーション（具体例）

【限界集落の地域アセ
スメント】

＜限界集落に対するネガ
ティブなイメージ＞

本当に人が住んでいない状況の中でだんだん廃れて　
NHKが取材にきて撮られた　限界集落で暮らして
いるお年寄りのみなさんっていうイメージだけで見
られた　集落の限界って我々が生きてくことが限界
だと受けとられた　限界集落であるこの集落はもう
駄目だといわれたように受けとった集落住民のみん
なが生き甲斐をなくしてここに住んでいることがい
いのだろうかと塞ぎ込んでしまった　そういうとこ
ろで住んでる人たちにとって失礼じゃないか

＜限界集落への訪問＞ 社協職員にも会ってくれる状況じゃなかった　限界
集落って言われる人たちだってちゃんと生きている　
社協職員たち一生懸命に通ってました　社協職員と
B氏（農業指導員）が行なって，茄子が大事だあれ
が大事だと伝えて　また元気になった　集落の高齢
者が立ち直れた

＜集落住民からの情報収
集＞

集落の高齢者が野菜の種を守ってきた　その種は途
絶えるかも知れない

＜他の限界集落の情報＞ 多くの限界集落で生活している人たちのところのさ
まざまな職員たちが頑張った経過も過去にはある

【在宅生活存続のため
の農業支援】

＜社会資源の開発＞ 介護保険の事業を始めたがみなさんが在宅で末永く
暮らしを立てていかなければ社協も一緒に仕事がな
くなってしまう　そこで農業支援を始めた　死ぬま
で家にいてもらえるための一つの方法として一人暮
らしになった農家の畑や梅の木など整理して　集落
に伝わる茄子，うり，とうがらしの 3つを何とか再
生しよう　社協が中心になって茄子，うりを伝統野
菜に申請　社協職員 3人，B氏とあと 2人で農業を
主にやってもらった

＜人材育成＞ 私たちの始めた農業支援の講座に B氏が来てくれた　
農業塾というのを始めた　B氏との出会いがなかっ
たらここまでにならなかったかも知れない　いわゆ
る人材がいた

＜集落住民との合意形
成＞

集落の住民が持っている種を私たちに渡してくれる
までにはとても時間かかった　集落だけで受け継が
れてきた種をそんな簡単にはよそ者には渡したりし
ないのは当然　少しずつ信頼関係が築かれやがて栽
培する圃場がみつかりそこで茄子ができてうりがで
きてたくさん収穫できるようになって集落の住民に
も売り上げが配分できるようになった
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＜社会資源の活用＞ 自然農法をしているみなさんのお話を聞き　地域で
農業をやってる人たちを呼んでは職員とそこに集っ
た人たちでいろいろと勉強をして　プロのコンサル
タントの方たちを呼んで

【在宅高齢者への生活
支援から障害者への
就労支援へ】

＜農業支援事業の終了＞ 社協の農業支援事業がちょっと厳しい状況になった　
理事会の報告で社協がその事業をやったことでどれ
だけ収入があって人件費をどれだけかけたんだ　社
協が農業しても人件費も出ないんじゃダメだ　一般
の農業をやるよりも単価が安く人件費を出すだけの
ところまでこぎつけなかった　販売経路を確保する
ことができなかった　農業支援の一部門をやめる

＜社協運営施設での農業
実践＞

生活保護法の福祉企業センターと障害者の社会就労
センターの 2つを社協で運営することになった　そ
こで伝統野菜をやることによって利用者，障害者の
人たちの収入が増える

＜社協運営施設の移行＞ 社会就労センターを町内の社会福祉法人へ就労支援
センターとして移行　社協が独自にやってきた農業
支援が就労支援センターへ移れる　当初伝統野菜を
するということではなかった

【地域共生社会の実
現】

＜障害者福祉施設と伝統
野菜とのマッチング＞

やはり障害者の人たちに伝統野菜を手伝ってもらえ
るといい　就労支援センター職員 C氏が非常に伝統
野菜に関心を持ってくれて利用者を連れて伝統野菜
を見に行くようになった　就労支援センターや障害
者の人たちがいなかったら農業をやってたものを断
念すると同時に全部消えた可能性がある

＜あらたな社会資源の活
用＞

県の農業就労チャレンジ事業につながった　就労支
援センターの農業担当業務が引き継がれてその職員
が集落に住んでいる　地域おこし協力隊の方が任期
終了後に集落支援員として同じ地区で生活しながら
集落の住民が永らく守ってきたことを継承してくれ
ている

＜障害者と地域住民と社
会資源の協働＞

就労支援センターで伝統野菜を栽培してくれて，販
売は南信州おひとよしクラブと和合村づくり協議会
がうまく連携ができて，地域おこし協力隊が手伝っ
てくれるようになって，集落の高齢者との連携がう
まくいって　社協は農業支援を継続できなかったけ
れどもなんとか集落は維持されている　それが今う
まくつながって今の形になってる　種を守って行く
ことで文化を守って行くことにも農福連携はひと役
買った　集落が消えるのと一緒に 3つの野菜も消え
ていたかも　みんなで守ってくれた　社協職員の努
力さえあれば障害のある人たちが生きていく手段と
して地域農業と連携してくことで何とかなる　共生
社会になったのではないか
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Ⅲ．カテゴリーとストーリーラインの説明
　カテゴリーを構成する概念との関係を中心
に，カテゴリーごとのストーリーラインを説明
していく。
1）【限界集落の地域アセスメント】
　このカテゴリーでは，現代の社会問題として
限界集落がクローズアップされ，当該集落に
NHKから取材が入り放送されたことにより，
集落および住民に＜限界集落に対するネガティ
ブなイメージ＞がついてしまった。社協職員は
そういうイメージは住んでる人たちにとって失
礼じゃないかという思いを持って＜限界集落へ
の訪問＞を開始する。当初は社協職員にも会っ
てくれる状況ではなかったが訪問回数を重ねる
ごとに，集落住民に元気がもどってきて，後に
伝統野菜として申請することになる野菜につい
て＜集落住民からの情報収集＞ができ，＜他の
限界集落の情報＞などを参考に，主に住民の中
でも高齢者を対象にした地域自立生活支援に向
けたアセスメントを実施したストーリーライン
が生成された。
2）【在宅生活存続のための農業支援】
　このカテゴリーでは，少しずつ住民との信頼
関係を築き＜集落住民との合意形成＞を図りな
がら，農業塾などの＜社会資源の開発＞をし，
地域に既存する農業に関する＜社会資源の活
用＞をすると同時に＜人材育成＞をすること
で，農業支援として農家の畑作業を手伝うとと
もに，社協が中心になって茄子，うりを伝統野
菜に申請し，伝統野菜の栽培に取り組んだス
トーリーラインが生成された。
3 �）【在宅高齢者への生活支援から障害者への
就労支援へ】

　このカテゴリーでは，限界集落の住民への農
業支援を始め，住民が生きがいを取り戻したり
農業収入をあげるなどの効果はみられたが，社
協運営としては費用対効果の評価から＜農業支
援事業の終了＞とになる。しかし，＜社協運営
施設での農業実践＞として就労支援事業を移管
したことで，それまで収入の少なかった授産事
業利用者の収益があがり，伝統野菜の栽培は継
続した。その後，町内の社会福祉法人が運営す
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ウトリーチし，集落住民から話を聞きながら合
意形成を図り，住民主体とした支援が行なわれ
ていた。②地域生活支援について，とくに住民
の中でも高齢者への農業支援により農業を通し
た収入と社会参活動への支援が行なわれてい
た。さらに，高齢者だけではなく地域の障害者
に対しても農業を通した就労支援が行なわれ，
工賃の向上も実現している。③地域（共感力）
について，高齢者や障害者等が排除される地域
ではなく，さまざまな人たちが協働しお互いに
支えあい共感できる地域づくりのサポートが行
なわれていた。
　さらに，阿南町社協が実施した農福連携は，
地域に潜在する福祉力である「福祉の地域力」
を駆使して，高齢者や障害者等とさまざま人た
ちが共感しあえる「地域の福祉力」を高めてお
り，その 2つの合力である「地域福祉の推進
力」18） を創出しているといえるであろう。そし
て，その合力の先端には，規模は小さくとも当
該地域に共生社会を実現しているといえるであ
ろう。それは，マスメディアが限界集落に対し
てネガティブなイメージをもたらし，パワーレ
スとなった集落住民に対して，阿南町社協が農
福連携を取り入れた地域自立生活支援を実践し
たことによるものと考えられる。このことは，
限界集落だけではなく，中山間地域や農業を地
域産業の基盤として形成された地域に設立され
ている市町村社協において，農福連携を取り入
れた地域自立生活支援の実践に応用できるので
はないかと考えられる。

結 　 論

　本研究では，阿南町社協が取り組んだ農福連
携を調査分析することにより，農福連携の実施
主体が実践行為から中間支援へ移行するプロセ
スを SCM-GTAを活用して明らかにすること
で，農福連携において実践行為から中間支援へ
移行するひとつのモデルを示すことを試みた。
その結果，14の概念が生成され，そこから 4つ
のカテゴリーが生成された。阿南町社協が実施
した農福連携は，限界集落における地域自立生
活支援であり，「福祉の地域力」を駆使して，「地

る障害者福祉施設へ＜社協運営施設の移行＞が
なされた。取組当初は，主に住民の中でも高齢
者を対象にした地域自立生活支援としての農福
連携であったが，障害者等への就労支援へとし
ての農福連携へと方向転換していくストーリー
ラインが生成された。
4）【地域共生社会の実現】
　このカテゴリーでは，就労支援事業が移行さ
れた＜障害者福祉施設と伝統野菜とのマッチン
グ＞が行なわれた。事業移行当初は社会福祉法
人の障害者福祉施設では伝統野菜を栽培すると
いうことにはなっていなかった。しかし，伝統
野菜の栽培に関心を持った施設職員と社協で農
業支援を行なっていた職員との連携が図られ，
さらに県の農業就労チャレンジ事業や就労支援
センターで農業担当を引き継いだ職員や地域お
こし協力隊の任期を終了した後に集落支援員と
なった方などの＜あらたな社会資源の活用＞を
導入することにより，伝統野菜の栽培も障害者
福祉施設の作業の 1つとして移行できた。農作
業を行なう障害者と地域住民との交流も始ま
り，この活動を支える地域の団体も加わり＜障
害者と地域住民と社会資源の協働＞へと展開さ
れた。社協が農福連携における実践行為から中
間支援の取組へと転換したことで，限界集落で
はさまざまな人や団体などが農福連携を通して
地域共生社会の実現に向けた実践が行なわれた
というストーリーラインが生成された。

考 察

　調査結果の分析から得られた14の概念と 4の
カテゴリーおよび結果図とストーリーラインな
らびにその生成に至るヴァリエーションや先行
研究などをふまえて，阿南町社協が実施した農
福連携のプロセスを考察する。
　北野（2006）によれば，地域自立生活支援と
は「自分たちの地域で自分らしく暮らすために，
さまざまな支援を必要とする人と人が，ともに
創り出す支援」して，①自立生活支援，②地域
生活支援，③地域（共感力）の 3要素からなる
としている17）。阿南町社協が実施した農福連携
では，①自立生活支援について，限界集落へア
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ついては，①農業者が障害者を直接雇用する「直
接雇用型」，②就労系障害福祉サービス事業所が
自ら農地を確保して単独で農業を行なう「福祉完
結型」，③農業者と外部の就労系障害福祉サービ
ス事業所の設置・運営法人が，農作業に関する請
負契約を締結し，施設利用者（障害者）と職業指
導員のユニットが農業者の圃場に通ったり，作業
を事業所内に持ち込む「連携型」，④農業者が，
就労系障害福祉サービス事業所及びその設置・運
営法人となる社会福祉法人・NPO法人・医療法
人・社団法人・財団法人・営利法人（株式会社や
合同会社を併設したり，そのような法人が農業法
人を併設する「グループ内連携型」の 4つに分類
している．

	 農林水産省：農福連携事例集 ver.3（令和 4 年 2
月公表）；https ://www .maff .go .jp/j/nousin/
kouryu/attach/pdf/kourei-89.pdf（2022.7.31アク
セス）

4）	合田盛人．農福連携による地域共生社会の実現に
関する一考察─農家等の雇用者と従業員への聞き
取り調査から─．環境福祉学研究　2019；4 （1）：
29─39．

5 ）	合田盛人．市町村社会福祉協議会における農福連
携の取り組みについて─長野県内77市町村社会福
祉協議会へのアンケート調査から─．長野大学紀
要　2019；40（3）：1─14．
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域の福祉力」を高めており，その 2つの合力で
ある「地域福祉の推進力」を創出しており，そ
の合力の先端には，限界集落において規模は小
さくとも地域共生社会を実現していることが示
唆された。
　さいごに本研究にはいくつかの課題も残され
ている。 1町社協へのインタビュー調査の結果
から得られた考察であり十分なデータ数ではな
く，他市町村社協との比較がなされていない。
今後は，農福連携において実践行為から中間支
援へ移行することができなかった市町村社協の
分析結果と比較することも必要である。これら
いくつかの課題があり，今回の研究結果をもっ
て一般化したとは言い難い。まだまだ集積しな
ければならないことが数多くある。これらにつ
いては，今後の研究課題としたい。

　本研究は，合田（2019）「多機関の活動が融
合し限界集落の問題解決をめざす農福連携─伝
統野菜を守り新たなつながりをつくる＜鈴ヶ沢
モデル＞─」『長野大学地域共生福祉論集』
13：49─63で報告したインタビュー調査の結果
を SCM-GTAを活用して分析し加筆修正した
ものである。
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The Process of Agriculture-Welfare Collaboration Shifting From 
Practical Action to Intermediate Support: A Case of Collaboration 

Involving the Anan-cho Council of Social Welfare in an Aging, 
Depopulated Village

Morihito GOUDA＊

This study used a modified grounded theory approach to analyze a case of agriculture-
welfare collaboration involving the Anan-cho Council of Social Welfare in order to reveal the 
process by which the agriculture-welfare collaboration shifted from practical action to 
intermediate support. A diagram of 14 concepts and 4 categories was developed based on the 
analysis results. Further, the results were presented in the form of a narrative using the following 
concepts and categories. In the agriculture-welfare collaboration implemented by the Anan-cho 
Council of Social Welfare in an aging, depopulated village, [assessment of the village community] 
was conducted first through activities such as <making visits to the village> and then starting 
to provide [agricultural support to help residents continue to live at home]. At the same time as 
< completion of the agricultural support project>, there was a shift in activities [from the support 
for elderly residents who live at home to the support for individuals with disabilities to find 
employment] through <practical agricultural activities at the facility run by the Anan-cho 
Council of Social Welfare>. Then, <matching of activities at a welfare facility for individuals 
with disabilities with activities to cultivate traditional vegetables> was conducted for the 
[achievement of a community-based inclusive society] through <coordination of social resources 
with individuals with disabilities and local residents>. Our results suggest that the agriculture-
welfare collaboration implemented by the Anan-cho Council of Social Welfare offered support for 
independent living in the aging, depopulated village, by which “welfare capability in the 
community” was enhanced by utilizing “the community’s capabilities in welfare”, and that the 
“driving force of welfare in the community” was generated by combining those capabilities, 
leading to the achievement of a community-based inclusive society, albeit in a small scale, in a 
depopulated village.
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